
埼玉県公立小中学校事務職員研究協議会会則

第一章 総 則

（名称及び事務所）

第１条 本会は埼玉県公立小中学校事務職員研究協議会と称し事務所を会長在勤学校に置く。

（目 的）

第２条 本会は学校事務の研究を行い会員の資質向上を図るとともに、教育活動の向上に寄与

することを目的とする。

（事 業）

第３条 本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。

      (１)  学校事務に関する研究及び調査

      (２)  研究会･研修会等の開催

      (３)  会報の発行

      (４)  その他本会の目的達成に必要な事項

第二章 組 織

（会 員）

第４条 本会は埼玉県内の公立小・中・特別支援学校に勤務する事務職員をもって構成する。

（組 織）

第５条 本会は支部を置く。支部は教育事務所並びに政令市を単位とする。

第三章 機 関

（機 関）

第６条 本会に次の機関を置き、会長がこれを招集する。

      (１)  総会                 (２)  評議員会

      (３)  理事会               (４)  常任理事会

２ 前項の決議は、出席者の過半数とする。

（総 会）

第７条 総会は本会の最高決議機関である。

２ 総会は毎年１回開催する。ただし、評議員会が必要と認めた時は臨時に開くことが

  できる。

３ 総会の議決事項は次のとおりとする。

      (１)  会則の改正

      (２)  事業報告の承認並びに事業案の審議

      (３)  決算報告の承認並びに予算案の審議

      (４)  会長、副会長並びに監事の承認

      (５)  その他重要事項



（評議員会）

第８条 評議員会は総会に次ぐ議決機関で各支部より選出された評議員をもって構成し、必要

に応じて会長がこれを招集する。

２ 評議員は支部毎に前年度会員数１００名までは２名、２００名までは３名、３００名

までは４名、４００名までは５名、４０１名以上は６名とする。ただし内１名は支部長

をあてる。

３ 評議員会は毎年２回以上開き、次の事項を審議する。

      (１)  会長、副会長並びに監事候補者の推薦

      (２)  総会において付託された事項

      (３)  その他必要な事項

（理事会）

第９条 理事会は理事及び常任理事、会長、副会長をもって構成し、次のことを行う。

      (１)  会務の執行に関する事項

      (２)  会務運営上必要な細則を定める事項

      (３)  支部の連絡調整等に関する事項

      (４)  評議員会で付託された事項

      (５)  その他必要な事項

（常任理事会）

第 10 条 常任理事会は常任理事及び会長、副会長をもって構成し、会務執行に必要な事項につ

いて企画立案にあたる。

第四章 役 員

（役 員）

第 11 条 本会に次の役員を置く。

      (１)  会長 １ 名           (２)  副会長 若干名

      (３)  常任理事 若干名           (４)  理事 若干名

      (５)  参与 若干名           (６)  監事 若干名

２ 会長、副会長及び監事は評議員会の推薦に基づき総会で承認をうける。推薦の方法

  は別に定める。

３ 理事は支部の推薦により会長が委嘱し、評議員会の承認を得る。

４ 常任理事は会長が委嘱し、評議員会の承認をうけ総会に報告する。

５ 参与は必要に応じて会長が委嘱する。

（会長･副会長･常任理事･監事・参与の任務）

第 12 条 会長は本会を代表し、会務を総理する。

２ 副会長は会長を補佐し、会長事故ある時はこれを代行する。

３ 常任理事は、会務を執行する。

４ 監事は本会の会計を監査する。

５ 参与は会長の要請により会議に参加し、必要に応じて助言を行う。



（理事の任務）

第 13 条 理事は総務、財務、研究、研修、情報のいずれかを担当する。

【現行】理事は総務、財務、研究、研修、情報、渉外のいずれかを担当する。

（役員の任期）

第 14 条 本会の役員の任期は１年とし再任を妨げない。但し、理事に欠員が生じた場合は

第 11 条の規定によりこれを補充する。

２ 補充された役員の任期は、前任者の残任期間とする。

第五章 会 計

（経 費）

第 15 条 本会の経費は会費・寄付金、その他の収入金による。

（会 費）

第 16 条 本会の会費は年額１０００円とする。但し、必要に応じて臨時徴収することができる。

（会計年度）

第 17 条 本会の会計年度は毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

付 則

第１条 本会則を実施するために必要な細則は別に定める。この細則は理事会で定め、評議

員会の議決を経なければならない。

第２条 削除（平成１５年５月２７日）

第３条 本会則は昭和４１年２月１２日より実施する。

第４条 本会則は昭和４３年６月２７日より改正実施する。

第５条 本会則は昭和４４年５月２３日より改正実施する。

第６条 本会則は昭和４５年５月２６日より改正実施する。

第７条 本会則は昭和４６年５月２６日より改正し、昭和４７年４月１日より実施する。

第８条 本会則は昭和４７年５月２４日より改正実施する。

第９条 本会則は昭和５２年５月２５日より改正実施する。

第１０条 本会則は昭和５４年５月２３日より改正実施する。

第１１条 本会則は平成１１年５月２５日より改正実施する。

但し、第８条２項並びに第１６条は平成１２年４月１日より実施する。

第１２条 本会則は平成１５年５月２７日より改正実施する。

第１３条 本会則は平成１６年６月 ４日より改正実施する。

第１４条 本会則は平成２２年５月２５日より改正実施する。

第１５条 本会則は平成２３年５月２４日より改正実施する。

第１６条 本会則は平成２４年５月２５日より改正実施する。


